























































































































































































































































































































































79条 4 項）に加え、裁判所書記（法88条 3 項）や執達吏（法95条 1 項）と
いった職員の任命について権限を有している。また、司法大臣は、各裁判









































































































10人によって組織される裁判官訴追委員会が行う（裁判官弾劾法 5 条 1
項、10条 2 項、国会法126条 1 項）。弾劾裁判所は、両議院の議員各 7人に






怠つたとき」（ 2 条 2 号）又は「その他職務の内外を問わず、裁判官とし































































































































































































































































































































































53　最大判昭和24年 5 月28日、刑集 3 巻 6 号796ページにおける真野毅裁判官の少数
意見。
54　もっとも、アメリカにおいても少数意見制度のもたらす弊害を指摘する見解があ
り、それによれば、法の安定性、とりわけ法の安定性に対する民衆の信頼を減退さ
せること、裁判所の権威を低くし、その威信を害すること、重要な論点に対する意
見の相違を将来に委ねることから訴訟を誘発すること、などが挙げられている。伊
藤正己「少数意見について」『ジュリスト』130号、76～77ページ。さらに、少数意
見制度に対する消極的根拠、積極的根拠を整理したものとして、伊藤正己『裁判官
と学者の間』有斐閣、1993年、70ページ以下、大林・見平、前掲書、 7ページ（御
幸聖樹執筆）。
55　伊藤、前掲書、82ページ。
56　伊藤、前掲書、82～85ページ。
57　伊藤、前掲書、85～91ページ。
58　伊藤、前掲書、94～95ページ。
59　大林・見平、前掲書、43～44ページ（御幸聖樹執筆）。
60　上野正男『弁護士から裁判官へ　最高裁判事の生活と意見』岩波書店、2000年、
110～111ページ。
61　深澤武久『法廷に臨む　最高裁判事として』信山社、2011年、121ページ。
62　深澤、前掲書、122ページ。
63　滝井繁男『最高裁判所は変わったか　一裁判官の自己検証』岩波書店、2009年、
63～64ページ。
64　藤田宙靖『最高裁回想録　学者判事の七年半』有斐閣、2012年、158～159ペー
ジ。
65　藤田、前掲書、 5ページ。
66　なお、裁判官の独立を保障するために、現行憲法下では不可能ではあるが、裁判
所内部からの統制を外れ、第三者機関による任用、昇進、懲戒といった制度を構築
することも選択肢としてはあり得る。しかしながら、憲法が予定する司法制度にお
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いては、こうした仕組みは裁判官の独立を脅かすものとして許容されない。cf. 拙
稿「2008年憲法改正と司法官職高等評議会」『比較法雑誌』45巻 3 号、251ページ以
下。
